
あなたの介護保険料（所得段階区分）は？
はい

はい

はい

はい いいえ

いいえ

いいえ はい

いいえ

いいえ

いいえ はい いいえ

はい

世帯全員が住民税非課税 本人が住民税課税世帯に住民税課税者がいる
本人が住民税非課税

第 1 段 階
基準額×0.285

第 2 段 階
基準額×0.485

第 3 段 階
基準額×0.685

第 4 段 階
基準額×0.9

第 6 段 階
基準額×1.2

第 7 段 階
基準額×1.3

第 8 段 階
基準額×1.5

第 9 段 階
基準額×1.7

第 10 段 階
基準額×1.9

第 11 段 階
基準額×2.1

第 12 段 階
基準額×2.3

第 13 段 階
基準額×2.4

第 5 段 階
基準額

年額保険料
18,639円

年額保険料
31,719円

年額保険料
44,799円
(本人未申告）

年額保険料
58,860円

年額保険料
78,480円

年額保険料
85,020円

年額保険料
98,100円

年額保険料
111,180円

年額保険料
124,260円

年額保険料
137,340円

年額保険料
150,420円

年額保険料
156,960円

年額保険料
65,400円
(本人未申告）

世帯全員が住民税
非課税で、前年の
課税年金収入額＋
その他の合計所得
金額が 120 万円
以下の人

世帯全員が住民税
非課税で、第１・２
段階以外の人

本人は住民税非課
税だが、世帯の誰
かに住民税が課税
されていて、前年
の課税年金収入額
＋その他の合計所
得金額が 80 万円
以下の人

本人は住民税非課
税だが、世帯の誰
かに住民税が課税
されている人（第４
段階以外の人）

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が120万円
未満の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が120万円
以上210万円未満
の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が210万円
以上320万円未満
の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が320万円
以上420万円未満
の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が420万円
以上520万円未満
の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が520万円
以上620万円未満
の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が620万円
以上720万円未満
の人

本人が住民税課税
で、前年の合計所
得金額が720万円
以上の人

65歳以上の方と、４０歳から６４歳までの方とでは異なります。

65歳以上の方[第１号被保険者]の場合
■保険料
毎年、賦課基準日である４月１日（転入者は転入日、６５歳になった方は誕生日の前日）の、前年の本
人及び世帯員の所得等に応じて保険料が決まります。
保険料は介護保険事業計画の見直しに応じて、３年ごとに設定されます。
当連合で算定された基準額は、年額65,400円（月額5,450円）です。
基準段階は「第５段階」となります。

■保険料の納め方 （※被保険者自身が徴収方法を選択することはできません。）
　特別徴収とは……介護保険料を年金から天引きで納めます
・4月1日現在満65歳以上の方で年額18万円以上の年金（老齢福祉年金を除く）を
　受給されている方
　普通徴収とは……介護保険料を納付書や口座振替により個別に納めます
・4月1日現在満65歳以上の方で年金の受給額が年額18万円未満の方
・年度の途中で満65歳になった方
・年度の途中で転入された方
・年度の途中で保険料段階が変更になった方
・その他の事由で徴収方法が変更になる方

介護保険料について 第９期介護保険料： 令和６年～令和８年

生活保護を受給している

あなたが住民税を課税されている

同じ世帯に住民税を課税されている人がいる

老齢福祉年金を受給している

あなたの前年の課税年金収入額と
その他の合計所得金額の合計が80万円以下

あなたの前年の課税年金収入額とその他の
合計所得金額の合計が120万円以下

あなたの前年の合計所得金額は？

120万円未満 120万円以上
210万円未満

210万円以上
320万円未満

320万円以上
420万円未満

420万円以上
520万円未満

520万円以上
620万円未満

620万円以上
720万円未満 720万円以上

スタート 保険料は前年の所得をもとに算定されます
ので、正しい所得の申告をしましょう。

あなたの前年の課税年金収入額とその
他の合計所得金額の合計が80万円以下
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介護サービス費用の全額を、いったん利用者が負担します。申請により後で保険給付分が支
払われます。

一時的に保険給付の一部または全部が差し止めとなり、滞納が続く場合には、差し止められ
た保険給付から滞納分を控除することがあります。

介護保険料未納期間に応じて、利用者負担が３割（４割）に引き上げられたり、高額介護サービ
ス費等が受けられなくなります。

40歳から64歳までの方[第２号被保険者]の場合
■保険料
保険料は、加入している医療保険の算定方法に基づいて決まります。

■保険料の納め方
職場の健康保険に加入している方は、医療保険料と介護保険料を合わせた分が給料から徴
収されます。
国民健康保険に加入している方は、医療分と介護分を合わせて国民健康保険税（料）として
世帯主が納めます。
65歳になった年は、月割された介護保険料を納めます。

介護保険の財政構造
　介護保険給付費の負担は、公費50％（国、都道府県、市町
村）、保険料50％（第１号被保険者[65歳以上の方]、第２号被
保険者[40～64歳までの方]）で賄われています。
　市町村ごとに介護サービスに必要な費用と65歳以上の人
数に応じて、保険料の基準額が決められています。

保険料を納めないでいると…
　介護サービスを利用する際、災害などの特別な事情がないのに介護保険料の滞納が続くよ
うな場合は、次のような措置がとられます。納め忘れに注意しましょう。（滞納があった期間に
よって措置がかわります。）

●1年以上滞納した場合

●1年6か月以上滞納した場合

●2年以上滞納した場合 （時効により納められなくなった保険料がある場合）

前年度に引き続いて特別徴収の方は……
前年度２月に天引きされた保険料額が４・６・８月に仮徴収され、10月からは所得等に応じて決定
した保険料年額から仮徴収分を差し引いた金額を３回に分けて特別徴収されます。

年度途中の資格取得者等に対する月割賦課 
保険料賦課基準日の４月１日以降に、保険料納付義務の発生や消滅などがあった場合には、保険
料を納めるべき月数に応じて保険料が賦課されます（月割賦課）。

新しく特別徴収の対象となった方は……
4・6・8月から開始する場合は、前年度の保険料から仮徴収する金額（４､６､８月分）を決定し、　

　10月以降は上記と同様の方法で特別徴収されます。
10月から開始する場合は8･9月の２か月分を普通徴収、10月から残りの保険料を３回に分け

　て特別徴収されます。

普通徴収で納める方は……
８月から翌年３月まで８回に分けて、納付書により金融機関窓口で保険料を納めます。
（口座振替も利用できます。※口座振替は、指定金融機関で手続が必要です。）

前年度に引き続いて普通徴収で、既に口座振替を申し込んでいる方は……
口座振替取り消しの届出をしない限り、新年度も前年度同様に指定した口座から保険料が振り
替えされます。（特別徴収の対象となった方は手続なく、自動的に口座振替は中止されます。）

保険料段階・徴収方法の決定は新年度の住民税が確定する６月以
降に行われ、８月中旬に通知書・納付書が発送されます。

(1)年度途中
の資格取得

保険料の年額÷12
×賦課対象月数

保険料の年額÷12
×賦課対象月数

第２段階以上の保険料の年額÷12×（4月または資格取得月～保護開
始月の前月までの月数）＋第１段階保険料の年額÷12×（保護開始月～
3月までの月数）
※年度途中の保護廃止の場合、その年度は第１段階のままとなります。

(2)年度途中
の資格喪失

(3)年度途中
の被保護者

①65歳到達
②他市町村から転入
①死亡
②他市町村への転出

保険料納付義務の発生・消滅等 賦課対象月

10月 12月

本徴収 仮徴収 本徴収

前年度 本年度

2月 4月 6月 8月 10月 12月 2月

月割賦課の保険料額
誕生日の前日の月～3月
市町村への転入月～3月
4月（資格取得月）～
資格喪失月の前月

第1号
被保険者
保険料
23％

第2号
被保険者
保険料
27％

市町村の
負担金
12.5％

国の
負担金
約25％

都道府県の
負担金
約12.5％

基準額
（年額） 市町村の65歳以上の人数

市町村で介護保険
給付にかかる費用 × 第1号被保険者

（65歳以上の方）の負担分23％
＝

(1)の年度途中の資格取得について、保険料の年額は、資格取得日の年度の課税状況と資格取得
日現在の世帯状況により決められます。
なお、同一月に資格取得と資格喪失があった場合(同月得喪)、その市町村での介護保険料は発生
しません。

老人ホーム入所で毎月の施設費が25万の時、未納がある方と未納がない方の比較
（※本来の負担割合が１割の時）

※施設費のみの比較。利用するサービスによってこの他に費用がかかります。

保険料の支払い状況 未納がない時 未納がある時（２年以上）
自己負担額 25,000円（１割負担） 75,000円（3割負担）
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